
福岡県における介護保険施設の経営システムに関する調査
―民法改正と新型コロナウイルス感染症の影響について―
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1．はじめに：調査の背景・目的

わが国では高齢社会を迎え、介護施設を利用する高齢者は今後も増えると予想される。

介護施設の経営の安定は、特に単身の高齢者にとってまさに生命戦と言ってもよいだろう。

このような中で今年になって介護施設の経営に影響を与える事象が発生している。ひとつ

は2017年5月に成立した「民法の一部を改正する法律1」が2020年4月1日から施行され

たことで、同法は身元保証人制度の厳格化を定めている。新たな法律により従来は得られ

た保証が得られなくなる可能性が出てきている。もうひとつは春先からの新型コロナウイ

ルス感染症の流行である。この感染症の影響により介護施設はこれまで経験したことがな

いような対応を迫られ、経営にも大きな影響を与えていることは想像に難くない。

本調査2では、施行後半年が経過した改正民法に関しては、介護施設の対応を明らかに

し、身元保証に関する機能における外部組織との役割分担の現状を分析する。また新型コ

ロナウィルス感染症の介護施設の経営への影響については、その影響の内容、公的な施策

の評価、望まれる今後の外部組織との連携等について調査した。この2つの事象の影響を

明らかにし、整理することによって今後の政策および介護施設の経営に資する示唆を得る

ことを目的とする。

2．先行調査

わが国におけるこれまでの介護施設の身元保証人等に関する調査は、公益財団法人成年

後見センター・リーガルサポートによる「病院・施設等における身元保証等に関する実態

〔研究ノート〕

1 詳細は法務省のホームページを参照。http://www.moj.go.jp/content/001254262.pdf から令和2年9月27日に引
用。
2 今回の調査では福岡県保健医療介護部、（公社）福岡県老人福祉施設協議会、（公社）北九州高齢者福祉事業協
会、（公社）福岡県介護老人保健施設協会の協力を得た。また民法改正による身元保証人制度の厳格化の質問につ
いては九州産業大学商学部 浅川哲郎ゼミナール出身の藤岳克仁君の協力を得ている。ここに記して謝意とした
い。もちろん本調査のいかなる誤りも責任は筆者に属するものである。
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調査報告書3」（2015年）、消費者委員会による「身元保証等高齢者サポート事業に関する

消費者問題についての調査報告4」（2017年）、第二東京弁護士会による「身元保証人に関

する実態調査のためのアンケート集計結果報告書5」（2018年）、みずほ情報総研株式会社

による「介護施設等における身元保証人等に関する調査研究事業6」（2018年）などが公表

されている。しかし今年4月の改正民法施行後に身元保証人等に関して行われた調査は見

受けられなく、新しい調査と考える。また新型コロナウイルス感染症の介護施設の経営へ

の影響の調査についても、今年になって大きな問題になった事象だけに新しい調査と考え

られよう。

3．調査方法・回答率

福岡県下の「特別養護老人ホーム」「介護老人保健施設」「介護療養型医療施設」「介護

医療院」のいわゆる「介護保険施設」の合計678施設の介護保険施設管理者に対して2020

年8月に別添の調査票を送付した。前三つの施設の概要について第二東京弁護士会の調査

によると、次のようになる7。

・特別養護老人ホーム：原則として65歳以上の者であって、身体上又は精神上著しい障が

いがあるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においても常時の介護を受けることが

困難な高齢者に対して、生活支援サービス・介護サービスを提供する老人福祉法・介護保

険法上の施設。

・介護老人保健施設：原則として65歳以上の要介護者に対し、在宅復帰を目指して、看護、

医学的管理下での介護、機能訓練等の必要な医療、日常生活上の世話を行うことを目的と

した介護保険法上の施設。

・介護療養型医療施設：原則として65歳以上の療養病床等を持つ病院又は診療所の介護保

険適用部分に入院する要介護者に対し、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介

護その他の世話、機能訓練その他必要な医療を行うことを目的とする介護保険法上の施設。

3 https://www.legal-support.or.jp/akamon_regal_support/static/page/main/newstopics/mimotohoshohoukoku.
pdf から令和2年9月27日に引用。
4 https://www.cao.go.jp/consumer/iinkaikouhyou/2017/houkoku/20170131_houkoku.html から令和2年9月27日
に引用。
5 https://niben.jp/news/news_pdf/oshirase 20171029-1.pdf から令和2年9月27日に引用。
6 https://www.zenkeikyo.com/research/h 29 research.pdf から令和2年9月27日に引用。
7 https://niben.jp/news/news_pdf/oshirase 20171029-1.pdf から令和2年9月27日に引用。
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表1：介護保険施設の経営システムに関する調査票送付先および回答件数

特別養護老人ホーム 介護老人保健施設 介護療養型医療施設 介護医療院 合計（A）
福岡・糸島 98 35 10 7 150
糟屋 17 6 2 4 29
宗像 15 4 2 1 22
筑紫 17 8 4 1 30
朝倉 11 6 0 0 17
久留米 42 14 5 4 65
八女・筑後 16 7 0 0 23
有明 26 14 6 3 49
飯塚 25 9 3 3 40
直方・鞍手 11 11 3 1 26
田川 24 10 4 0 38
北九州 96 42 12 5 155
京築 20 13 0 1 34

418 179 51 30 678

介護医療院については2018年4月に創設されたもので、厚生労働省のホームページの説明

では、長期的な医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者を対象とし、「日常的な医学管理」

や「看取りやターミナルケア」等の医療機能と「生活施設」としての機能とを兼ね備えた

施設である8。

①介護保険施設の経営システムに関する調査票送付先および回答件数

2020年9月20日の締め切りに対して198件（29．2パーセント）の回答を得ている。介護

保険施設管理者は複数の施設を管理する場合も多いので、回答があった施設合計でいうと

301施設（44．4パーセント）となる（表1参照）。今回の調査における分析では198件の回

答をベースに行うものとする9。

回答件数の地理的な分布で見てみると最も割合が高いのが朝倉地域の8件（47．1パーセ

ント）、次いで北九州の56件（36．1パーセント）、久留米の22件（33．8パーセント）と続い

ている。なお本稿では比較対象の地域10として、対象施設数および回答件数から考えて、「福

岡・糸島」、「久留米」、「北九州」の3地域を取り上げることとする。

8 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196478.html から令和2年9月27日に引用。
9 介護保険施設管理者によっては10件程度の施設を管理する者もあり、その回答に件数相応のウェイトを置いて
評価した場合、ひとりの管理者の意見が高く評価されすぎると考えられる。
10 地域は二次医療圏を単位としている。
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②回答施設の地域別・形態別詳細

回答件数を介護保険施設の形態別で見てみると「特別養護老人ホーム」が136件（32．5

パーセント）、「介護老人保健施設」が48件（26．8パーセント）、「介護療養型医療施設」が

5件（9．8パーセント）、「介護医療院」が8件（26．7パーセント）となっている。「介護療

養型医療施設」は対象施設が51件と少ないため、回答件数も少なくなっている（表2参照）。

4．民法改正の影響について

それでは民法改正による身元保証人制度の厳格化の介護保険施設への影響を分析してみ

よう。

①質問1について

「1．民法改正による令和2年4月1日以降の連帯保証契約について、ご存知ですか？」

の質問に対して、「① 知っている」と答えた施設が50件（26パーセント）存在するのに

対して「② 知っているが、極度額は設定していない。」と答えた施設が82件（42パーセ

ント）、「③ 知らない」と答えた施設も64件（33パーセント）あり、身元保証人制度の厳

格化に対して対策を講じていないかもしくは規定改正そのものを認知していない施設が多

いと感じられる。地域別では特に北九州が「③ 知らない」と答えた施設の割合が42．9パー

セント（55件中24件）と同規定の認知度が低いという結果が出ている（表3参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「① 知っている」と答えた施

設が22件（16パーセント）、「② 知っているが、極度額は設定していない。」と答えた施

回答件数（B） 複数管理施設 合計施設（C） （B）／（A） （C）／（A）
福岡・糸島 45 13 58 30．0％ 38．7％
糟屋 9 6 15 31．0％ 51．7％
宗像 7 5 12 31．8％ 54．5％
筑紫 6 4 10 20．0％ 33．3％
朝倉 8 2 10 47．1％ 58．8％
久留米 22 16 38 33．8％ 58．5％
八女・筑後 7 2 9 30．4％ 39．1％
有明 9 3 12 18．4％ 24．5％
飯塚 7 7 14 17．5％ 35．0％
直方・鞍手 6 0 6 23．1％ 23．1％
田川 7 4 11 18．4％ 28．9％
北九州 56 38 94 36．1％ 60．6％
京築 9 3 12 26．5％ 35．3％

198 103 301 29．2％ 44．4％
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設が61件（45パーセント）、「③ 知らない」と答えた施設が54件（39パーセント）であり、

全体の平均と比較して規定改正の認知度が低い（表4参照）。これに対して介護老人保健

施設では「① 知っている」と答えた施設が23件（49パーセント）、「② 知っているが、

極度額は設定していない。」と答えた施設が18件（38パーセント）、「③ 知らない」と答

えた施設が6件（13パーセント）であり、より対応が進んでいると指摘できよう（表5参

照）。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「① 知っている」と答えた施設が16件

（21パーセント）、「② 知っているが、極度額は設定していない。」と答えた施設が29件

（38パーセント）、「③ 知らない」と答えた施設が31件（41パーセント）であり規定改正

を認知していない施設が多い（表8参照）。51人以上100人以下の施設では、「① 知って

表2：回答施設の地域別・形態別詳細
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いる」と答えた施設が29件（29パーセント）、「② 知っているが、極度額は設定していな

い。」と答えた施設が48件（48パーセント）、「③ 知らない」と答えた施設が24件（24パー

セント）であり、「③ 知らない」と答えた施設の割合が減少している（表9参照）。

また極度額の設定基準については利用料の6ケ月から1年分、金額としては30万円から

200万円の範囲で決定している施設が多かった（表12参照）。

②質問2について

「2．身元引受人と連帯保証人との様々なリスクに対し、入居時に審査を実施していま

すか？」の質問に対して、「① 実施している」と答えた施設が33件（17パーセント）、「②

実施していない」と答えた施設が165件（83パーセント）あった。この項目は地域別の特

徴は発見できなかった（表3参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「① 実施している」と答えた

施設が17件（12パーセント）、「② 実施していない」と答えた施設が121件（88パーセン

ト）であり、全体の平均と比較して実施率が若干低い（表4参照）。これに対して介護老

人保健施設では「① 実施している」と答えた施設が13件（27パーセント）、「② 実施し

ていない。」と答えた施設が35件（73パーセント）であり、より実施率が高いと指摘でき

よう（表5参照）。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「① 実施している」と答えた施設が9

件（12パーセント）、「② 実施していない」と答えた施設が68件（88パーセント）である

（表8参照）。51人以上100人以下の施設では、「① 実施している」と答えた施設が19件

（19パーセント）、「② 実施していない」と答えた施設が83件（81パーセント）である（表

9参照）。101人以上200人以下の施設では、「① 実施している」と答えた施設が4件（20

パーセント）、「② 実施していない」と答えた施設が16件（80パーセント）である（表10

参照）。この項目は規模が大きくなると実施率が高くなると指摘できる。

また入居時に審査を行う審査部署は、生活支援部相談課や入所判定会議（委員会）といっ

た組織名をあげる施設が多かった（表13参照）。

③質問3について

「3．入居後に身元引受人と連絡が取れるかなど、定期的な確認を行っていますか？」

の質問に対して、「① 行っている」と答えた施設が153件（78パーセント）存在するのに

対して「② 行っていない」と答えた施設が43件（22パーセント）あった。この項目は地
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域別の特徴は発見できなかった（表3参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「① 行っている」と答えた施

設が109件（80パーセント）、「② 行っていない」と答えた施設が28件（20パーセント）

である（表4参照）。これに対して介護老人保健施設では「① 行っている」と答えた施

設が35件（74パーセント）、「② 行っていない」と答えた施設が12件（26パーセント）で

ある（表5参照）。この項目は施設形態別に差はあまりないと考えられる。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「① 行っている」と答えた施設が62件

（81パーセント）、「② 行っていない」と答えた施設が15件（19パーセント）である（表

8参照）。51人以上100人以下の施設では、「① 行っている」と答えた施設が77件（76パー

セント）、「② 行っていない」と答えた施設が24件（24パーセント）である（表9参照）。

101人以上200人以下の施設では、「① 行っている」と答えた施設が15件（79パーセント）、

「② 行っていない」と答えた施設が4件（21パーセント）である（表10参照）。この項

目は規模が異なっても差はあまりないと考えられる。

④質問4について

「4．過去に家賃や管理費などの滞納者が出たことがありますか？」の質問に対して、「①

出たことはない」と答えた施設が49件（25パーセント）存在するのに対して「② 出たこ

とがある」と答えた施設が149件（75パーセント）あった。地域的には「① 出たことは

ない」と答えた施設が久留米で40．9パーセント（22件中9件）と高く、北九州が14．3パー

セント（56件中8件）と低かった（表3参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「① 出たことはない」

と答えた施設が37件（27パーセント）、「② 出たことがある」と答えた施設が101件（73

パーセント）である（表4参照）。これに対して介護老人保健施設では「① 出たことは

ない」と答えた施設が5件（10パーセント）、「② 出たことがある」と答えた施設が43件

（90パーセント）である（表5参照）。滞納者が出る確率は介護老人保健施設において高

いと指摘できる。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「① 出たことはない」と答えた施設が

29件（38パーセント）、「② 出たことがある」と答えた施設が48件（62パーセント）であ

る（表8参照）。51人以上100人以下の施設では、「① 出たことはない」と答えた施設が

16件（16パーセント）、「② 出たことがある」と答えた施設が86件（84パーセント）であ

る（表9参照）。101人以上200人以下の施設では、「① 出たことはない」と答えた施設が
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5件（25パーセント）、「② 出たことがある」と答えた施設が15件（75パーセント）であ

る（表10参照）。滞納者が出る確率は51人以上100人以下の施設において高いと指摘できる。

滞納時の請求の手順としては、電話・文書で請求という回答が圧倒的に多く、身元引受

人との協議等も多く見受けられた（表14参照）。

⑤質問5について

「5．身元引受人や連帯保証人の該当者がいない入居希望者が来た場合、どのように対

応していますか？」の質問に対して、「①入居を断っている」と答えた施設が44件（27パー

セント）存在するのに対して「②条件付きで入居を受け入れている」と答えた施設が122

件（73パーセント）あった。この項目は地域的な差が大きく、「①入居を断っている」と

答えた施設が福岡・糸島で17．1パーセント（41件中7件）、久留米が38．9パーセント（18

件中7件）、北九州が23．3パーセント（43件中10件）となっている（表3参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「①入居を断っている」と答え

た施設が24件（21パーセント）、「②条件付きで入居を受け入れている」と答えた施設が93

件（79パーセント）である（表4参照）。これに対して介護老人保健施設では「①入居を

断っている」と答えた施設が16件（39パーセント）、「②条件付きで入居を受け入れている」

と答えた施設が25件（61パーセント）である（表5参照）。入居を断る確率は、介護老人

保健施設で高くなっている。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「①入居を断っている」と答えた施設が

19件（29パーセント）、「②条件付きで入居を受け入れている」と答えた施設が46件（71パー

セント）である（表8参照）。51人以上100人以下の施設では、「①入居を断っている」と

答えた施設が21件（25パーセント）、「②条件付きで入居を受け入れている」と答えた施設

が64件（75パーセント）である（表9参照）。101人以上200人以下の施設では、「①入居を

断っている」と答えた施設が4件（24パーセント）、「②条件付きで入居を受け入れている」

と答えた施設が13件（76パーセント）である（表10参照）。この項目は規模が小さいほど

入居を断る率が高くなっている。

身元引受人や連帯保証人の該当者がいない入居希望者が来た場合の受け入れる条件につ

いては、後見人の依頼という回答が最も多く、行政と相談するという回答も複数あった（表

15参照）。
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⑥質問6について

「6．身元引受を外部の組織に委託していますか？」の質問に対して、「①委託している」

と答えた施設が21件（11パーセント）存在するのに対して「②委託していない」と答えた

施設が171件（89パーセント）あった。地域的には「①委託している」と答えた施設が福

岡・糸島では4．8パーセント（42件中2件）と低く、北九州で18．2パーセント（55件中10

件）と高かった（表3参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「①委託している」と答えた施

設が15件（11パーセント）、「②委託していない」と答えた施設が118件（89パーセント）

である（表4参照）。これに対して介護老人保健施設では「①委託している」と答えた施

設が5件（10パーセント）、「②委託していない」と答えた施設が43件（90パーセント）で

ある（表5参照）。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「①委託している」と答えた施設が4件

（5パーセント）、「②委託していない」と答えた施設が70件（95パーセント）である（表

8参照）。51人以上100人以下の施設では、「①委託している」と答えた施設が13件（13パー

セント）、「②委託していない」と答えた施設が85件（87パーセント）である（表9参照）。

101人以上200人以下の施設では、「①委託している」と答えた施設が4件（19パーセント）、

「②委託していない」と答えた施設が17件（81パーセント）である（表10参照）。この項

目は規模が大きいほど委託する率が高くなっている。

身元引受に関して外部の組織に求める機能としては施設との緊密な連携や身元引受など

をあげる施設があった（表16参照）。

⑦質問7について

「7．連帯保証に関する財務リスクを保証会社等、外部の組織に委託していますか？」

の質問に対して、「①委託している」と答えた施設が8件（4パーセント）存在するのに

対して「②委託していない」と答えた施設が186件（96パーセント）あった。この項目は

地域別の特徴は発見できなかった（表3参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「①委託している」と答えた施

設が3件（2パーセント）、「②委託していない」と答えた施設が131件（98パーセント）

である（表4参照）。これに対して介護老人保健施設では「①委託している」と答えた施

設が4件（8パーセント）、「②委託していない」と答えた施設が44件（92パーセント）で

ある（表5参照）。
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規模別に分析してみると、50人以下の施設では「①委託している」と答えた施設が無く、

全ての施設が「②委託していない」と答えている（表8参照）。51人以上100人以下の施設

では、「①委託している」と答えた施設が5件（5パーセント）、「②委託していない」と

答えた施設が96件（95パーセント）である（表9参照）。101人以上200人以下の施設では、

「①委託している」と答えた施設が2件（10パーセント）、「②委託していない」と答えた

施設が18件（90パーセント）である（表10参照）。

連帯保証に関して外部の組織に求める機能としては、債務の買取や財産管理などがあっ

た（表17参照）。

5．新型コロナウイルス感染症の影響について

次に新型コロナウイルス感染症の介護保険施設への影響を分析することとする。

①質問1について

「1．新型コロナウイルスによる経営への影響はありましたか？」の質問に対して、「①

なかった。」と答えた施設が47件（24パーセント）存在するのに対して「②あった。」と答

えた施設が149件（76パーセント）あり、新型コロナウイルスによって影響を受けた介護

保険施設が多数存在していると判断できる。地域別では特に久留米が「②あった。」と答

えた施設の割合が95．5パーセント（22件中21件）と影響を受けた施設が特に多いという結

果が出ている（表18参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「①なかった。」と答えた施設

が39件（28パーセント）、「②あった。」と答えた施設が98件（72パーセント）である（表

19参照）。これに対して介護老人保健施設では「①なかった。」と答えた施設が8件（17パー

セント）に対し、「②あった。」と答えた施設が40件（83パーセント）であり、より影響を

受けていると指摘できよう（表20参照）。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「①なかった。」と答えた施設が22件（29

パーセント）に対し、「②あった。」と答えた施設が55件（71パーセント）であった（表23

参照）。51人以上100人以下の施設では、「①なかった。」と答えた施設が23件（23パーセン

ト）に対し、「②あった。」と答えた施設が78件（77パーセント）である（表24参照）。ま

た101人以上200人以下の施設では、「①なかった。」と答えた施設が3件（15パーセント）、

「②あった。」と答えた施設が17件（85パーセント）である（表25参照）。規模が大きくな
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るほど影響を受けた施設の比率が高くなっている。

②質問2について

「2．新型コロナウイルスによる経営への影響がなかった要因は何ですか？」の質問は

上記の質問1において「①なかった。」と答えた施設に対して投げかけられた質問である

が、「①周囲の地域で感染者が発生しなかった。」と回答した施設が最も多く24件、「②感

染症に対応する内部のシステムが適切に機能していた。」と回答した施設が22件、「③常時、

組織の情報を公開していたため地域の信頼を得ていた。」と回答した施設が8件であった。

本問は複数回答が可能な設定であった（表18参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「①周囲の地域で感染者が発生

しなかった。」と回答した施設が最も多く20件、「②感染症に対応する内部のシステムが適

切に機能していた。」と回答した施設が19件、「③常時、組織の情報を公開していたため地

域の信頼を得ていた。」と回答した施設が6件であった（表19参照）。これに対して介護老

人保健施設では「①周囲の地域で感染者が発生しなかった。」と回答した施設が最も多く

5件、「②感染症に対応する内部のシステムが適切に機能していた。」と回答した施設が3

件、「③常時、組織の情報を公開していたため地域の信頼を得ていた。」と回答した施設が

2件であった（表20参照）。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「①周囲の地域で感染者が発生しなかっ

た。」と回答した施設が最も多く11件、「②感染症に対応する内部のシステムが適切に機能

していた。」と回答した施設が10件、「③常時、組織の情報を公開していたため地域の信頼

を得ていた。」と回答した施設が5件であった（表23参照）。これに対して51人以上100人

以下の施設では、「①周囲の地域で感染者が発生しなかった。」と回答した施設が最も多く

13件、「②感染症に対応する内部のシステムが適切に機能していた。」と回答した施設が10

件、「③常時、組織の情報を公開していたため地域の信頼を得ていた。」と回答した施設が

3件であった（表24参照）。この項目に関しては施設形態別および規模別の回答の比率に

違いがほとんどないように感じられる。

「④その他（具体的に ）」を選択し、具体例を記入した回答の中には、「面会謝絶にし

た」や「入所施設であるため」等の要因があげられている（表27参照）。

③質問3について

「3．新型コロナウイルスによる経営への影響は、経営のどの部分に発生しています
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か？」の質問は上記の質問2において「②あった。」と答えた施設に対して投げかけられ

た質問であるが、「③職員のモチベーションの部分。」と回答した施設が最も多く107件、「②

入居者の募集の部分。」と回答した施設が101件、「①入居者への介護サービス提供の部分。」

と回答した施設が98件であった。本問は複数回答が可能な設定であった（表18参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「③職員のモチベーションの部

分。」と回答した施設が最も多く74件、「①入居者への介護サービス提供の部分。」と回答

した施設が69件、「②入居者の募集の部分。」と回答した施設が68件であった（表19参照）。

これに対して介護老人保健施設では「②入居者の募集の部分。」と回答した施設が最も多

く26件、「③職員のモチベーションの部分。」と回答した施設が23件、「①入居者への介護

サービス提供の部分。」と回答した施設が22件であった（表20参照）。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「「③職員のモチベーションの部分。」と

回答した施設が最も多く43件、「①入居者への介護サービス提供の部分。」と回答した施設

が41件、「②入居者の募集の部分。」と回答した施設が33件であった（表23参照）。これに

対して51人以上100人以下の施設では、「②入居者の募集の部分。」と回答した施設が最も

多く55件、「③職員のモチベーションの部分。」と回答した施設が50件、「①入居者への介

護サービス提供の部分。」と回答した施設が46件であった（表23参照）。更に101人以上200

人以下の施設では、①から③までの3つの選択肢を選んだ施設が11件と同じであった（表

25参照）。

「④その他（具体的に ）」を選択し、具体例を記入した回答は多様であるが、「衛生用

品等の購入のためにコストが拡大した」などの財務的視点、「職員のストレス」等の人事

管理の視点、また「外来部門の閉鎖」等の営業の視点が多くあげられている（表28参照）。

④質問4について

「4．今後の組織運営に関して、感染病予防の他に留意する点を順位付けするとどうな

りますか？」の質問に対して、「職員のモチベーションの維持。」が3．6ポイントで最も高

く、「入居者家族との連携強化。」3．2ポイント、「施設の入居者の確保・マーケティング。」

2．9ポイント、「施設内の原価管理の厳正化。」と「周辺地域との情報交換。」が1．8ポイン

トとなっている。この項目は地域的な差があって、福岡・糸島が、「職員のモチベーショ

ンの維持。」が3．8ポイント、次に「施設の入居者の確保・マーケティング。」の3．0ポイン

トとなるのに対し、久留米で最もポイントが高いのが「入居者家族との連携強化。」の3．4

ポイントで「職員のモチベーションの維持。」が3．2ポイントで続いている。北九州は、「職
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員のモチベーションの維持。」が3．7ポイント、「入居者家族との連携強化。」が3．4ポイン

トで続いている（表18参照）。なおこの質問4から質問6については、回答の①＝最も重

要を5ポイント、②＝次に重要を4ポイント、と数値換算し1施設あたりの平均を求めて

いる。数値が高いほど評価が高いことになる。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「職員のモチベーションの維

持。」が3．7ポイントで最も高く、「入居者家族との連携強化。」3．3ポイントで続いている

（表19参照）。これに対して介護老人保健施設では「施設の入居者の確保・マーケティン

グ。」の3．3ポイントが最も高く、「施設内の原価管理の厳正化。」と「職員のモチベーショ

ンの維持。」とが同じ3．2ポイントで続いている（表20参照）。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「職員のモチベーションの維持。」が3．5

ポイントで最も高く、「入居者家族との連携強化。」が3．0ポイントで続いている（表23参

照）。これに対して51人以上100人以下の施設では、「入居者家族との連携強化。」と「職員

のモチベーションの維持。」が同じ3．5ポイントで最も高く、次に「施設の入居者の確保・

マーケティング。」の2．9ポイントとなっている（表24参照）。

「その他（具体的に ）」を選択し、具体例を記入した回答の中には医療との連携

や経営計画の見直しなど、経営の仕組みのあり方を考えるものが見受けられた（表29参照）。

⑤質問5について

「5．今回の感染症への対応を踏まえて、今後、外部との連携で強化したい組織は何で

すか？」の質問に対して、「保健所などの行政機関。」が4．0ポイントで最も高く、「同業の

介護施設。」が3．2ポイント、「大学病院などの拠点病院。」と「医療機器・資材メーカー。」

が同じ2．3ポイント、「金融機関。」が0．8ポイントとなっている。この項目は地域的な差が

ほとんどなく久留米において、「保健所などの行政機関。」が4．1ポイント、「同業の介護施

設。」が3．9ポイントと差が縮まっている位が目立つ程度である（表18参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「保健所などの行政機関。」が

4．2ポイントで最も高く、「同業の介護施設。」3．2ポイントで続いている（表19参照）。し

かし介護老人保健施設では「保健所などの行政機関。」の3．8ポイント、「同業の介護施設。」

が3．7ポイントでほぼ同じである（表20参照）。

規模別に分析してみても、「保健所などの行政機関。」と「同業の介護施設。」の順序は

同じで、50人以下の施設ではそれぞれ3．9ポイント、3．1ポイント（表23参照）、51人以上

100人以下の施設では、同4．0ポイント、3．3ポイントとなっている（表24参照）。
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「その他（具体的に ）」を選択し、具体例を記入した回答の中には協力関係にあ

る医療機関や保険者をあげる回答が複数あった（表30参照）。

⑥質問6について

「6．今後の介護施設の運営の財源として望ましいと考えるものを順位付けするとどう

なりますか？」の質問に対して、「介護保険」が4．4ポイントで最も高く、「利用者負担」

が2．8ポイント、「租税：消費税」が2．3ポイント、「租税：所得税・法人税等の直接税」が

1．8ポイントとなっている。この項目も地域的な差がほとんどなく久留米において、「租税：

消費税」が2．6ポイント、「利用者負担」が2．1ポイントと2位と3位の順位が逆になって

いるのが目立つ程度である（表18参照）。

施設形態別に分析してみると、特別養護老人ホームでは「介護保険」が4．4ポイントで

最も高く、「利用者負担」2．9ポイントで続いている（表19参照）。しかし介護老人保健施

設では「介護保険」の4．4ポイント、「利用者負担」と「租税：消費税」が2．6ポイントで

同じである（表20参照）。

規模別に分析してみると、50人以下の施設では「介護保険」が4．4ポイントで最も高く、

「利用者負担」が2．9ポイントで続いている（表23参照）。これに対して51人以上100人以

下の施設では、「介護保険」が4．3ポイント、「利用者負担」が2．85ポイントとなっている。

50人以下の施設および51人以上100人以下の施設ともに久留米では「租税：消費税」が「利

用者負担」を上回り2位である点が注目される（表24参照）。

「その他（具体的に ）」を選択し、具体例を記入した回答の中には介護報酬の引き上げ

や社会保障国債の発行などがあった。

⑦質問7について

「7．今回の新型コロナウイルスへの行政（国、県、市町村を問わない）の介護施設へ

の様々な対応・施策で①良かったと考えるところ、と②悪かったと考えるところを下記に

お書きください。」の質問は記述式でありストレートな意見を知ることができた。

ここで「①良かったと考えるところ」は、不足しているマスクや消毒等の感染症予防の

資材の提供や慰労金や包括補助金などの資金的な援助をあげる施設管理者が多かった。ま

た「②悪かったと考えるところ」には布マスク（いわゆるアベノマスク）の配布や検査体

制の不備、感染症予防のための資材の不足等をあげる施設管理者が多かった。また医療機

関と比較して介護施設へのサポートの不足を指摘する意見も目立った（表31参照）。
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6．おわりに

福岡県では令和2年10月8日に新型コロナウイルスによる感染者数が大幅に減ったこと

を受け、医療機関が病床確保に入るための目安となる福岡県独自の「福岡コロナ警報」を

解除している。新型コロナウイルス感染者急増を受け8月5日にこの警報を出したが、9

月中旬以降は新たな感染者が1桁台で推移し、病症稼働率も警報の基準を大きく下回って

いたという11。しかしこれらの指標は主に医療機関をベースに設定しており、本調査で対

象とした介護施設に焦点を当てたものではない。介護施設における苦境はまだ続いている

と考えるべきでその対策は考慮すべきであろう。また今回の新型コロナウイルス感染症の

ように新しい感染症の場合は、治療法が確立するまで時間が必要であり、その間にはマス

クや消毒液のような医療資材に頼ることになる。現在はその流通に課題が生じている訳で

あり、米国におけるGPO（Group Purchasing Organizations）のような仕組みを検討すべ

きかもしれない12。

また民法改正による身元保証人制度の厳格化に対する介護保険施設の対応はまだ緒に就

いたばかりと言えよう。今回の調査では3割以上の介護保険施設がその改正さえ認識して

いない結果となった。この問題は直ぐに介護保険施設の経営に跳ね返って来る問題ではな

いが、まずは民法改正の内容を正確に理解し、各施設が取り得る対策の中で最良の選択を

するよう検討を重ねるべきである。

11 https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/covid-19-portal.html#c 1-2から令和2年10月10日に引用。
12 詳しくは浅川哲郎（2020）「米国医療におけるGPO（group purchasing organizations）について」九州産業大学
『商経論叢』第61巻第1号45頁‐64頁参照。
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表13：入居時に審査を行う審査部署

表14：滞納時の請求の手順

表12：極度額の設定基準 表15：身元引受人や連帯保証人の該
当者がいない入居希望者が来
た場合の受け入れ条件

表16：身元引受に関して外部の組織
に求める機能

表17：連帯保証に関して外部の組織
に求める機能
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表29：感染病予防の他に留意する点
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